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この資料の結論

製造業の技人国、押さえるべきことは3つ

1
任せられるのは「学術上の素養を背景とした専門的な業務」

「管理」「指導」の名目でも、ラインを回すための作業は該当しません。

2
不許可は「虚偽申請型」「誤認型」「混在型」の3パターン

製造業で最も多いのは混在型。判定の軸は「臨時か、恒常か」。

3
対策は、書き出す → 振り分ける → 個別に決める

着手ラインは在留期限の6か月前。派遣で受け入れている人も対象。
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この資料の構成

6つの章で、製造業の技人国を整理します

1
厳格化の流れ

2026年に何が決まったか
2

製造業で技人国が働ける業務

任せられる職種・やらせてはいけない作業

3
不許可が続出している3パターン

虚偽申請型・誤認型・混在型
4

技人国派遣の注意点

派遣先に求められること

5
実態調査が増加する

法務省の基本計画と、食い違ったときの影響
6

やること3つ

棚卸しの手順と記入例
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はじめに

2026年、技人国をめぐる運用はどう変わったか

✓
特定技能の対象分野で、技人国・特定技能・育成就労それぞれの

活動内容が業種別に示された

✓
従来どおりの受入れでは、更新の不許可や、場合によっては不法

就労助長罪に問われるケースも想定される

✓
製造業は、特定技能・育成就労の受入れ見込数が最も多い分野で

ある

173,300人
工業製品製造業の特定技能

受入れ見込数（2024〜2028年度）

特定技能16分野のうち最多（2024年3月閣議

決定）

本資料では、技人国（技術・人文知識・国際業務）の社員を雇用する製造業の企業に関係する変更点に絞って整理します。
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1｜厳格化の流れ

2026年の主な動き（4件）

2026年1月

対比表の公表

入管庁が「技術・人文知識・

国際業務と特定技能の違いに

ついて」を公表し、業種別に

専門業務と現場業務の区分を

明示。1月23日の関係閣僚会

議決定で、在留資格に該当し

ない業務への従事を調査し厳

格に運用する方針を明記

2026年3月9日〜

派遣の誓約書

派遣で働く技人国について

、派遣元・派遣先の双方に

誓約書の提出を義務化（申

請分から）

2026年4月15日

運用指針の改定

①中小企業（カテゴリー3

・4）で言語を使う対人業

務はN2相当の証明が必要

②特定技能・技能実習で受

入れ停止中の企業は技人国

も受入れ不可

2026年7月

基本計画の公表

第2次出入国在留管理基本

計画。現場業務に従事する

技人国を「対応が必要な不

適切な事案」と明記し、事

業所への実態調査など情報

収集手段の強化を方針とし

て記載

4件はいずれも、技人国の活動範囲（専門業務か現場業務か）の確認を厳格にする方向の変更です。
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